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一時金・給与で中堅・ベテラン含めた改善が焦点
住居手当､国に準拠せず県の実態踏まえるべき
扶養手当、高速道路利用の通勤手当改善を
時間外勤務命令の上限規制､効果が実感できない

《交渉での主なやりとり》
実感を伴う賃金改善を、人材確保にも影響
【組合】この５年間、給与・一時金の改善があり長いトンネル

を抜けて光が差したが、まだまだ改善の実感が少ない。また、

１０月からは消費税増税もあり、生活費は増加する。これら

の生活感を含めて検討すべきだ。このことは、応募が減少傾

向にある職員採用にあたっても影響するものであり、人材確

保という面から積極的な勧告をすべきである。

【局長】生活感からのお話は承ったが、人事委員会としては、

現在調査中の民間給与調査結果による公民較差の範囲内で検

討していくこととなる。

中堅・ベテランも含め全ての職員の賃金改善を
【組合】国の人事院勧告では、公民較差が0.09％と少ないため

給料表の配分において、初任給から３０歳半ばまでしか給与

改定がなされないこととなった。初任給や若年層の改定は必

要であるが、中堅・ベテラン層にも賃金改善を波及させてい

くべきである。この層のモチベーション向上の必要性を、人

事委員会としてしっかり認識していくべきである。

【局長】民間の給与動向に対応した形が現在の給与体系である

ので、制度設計上、制約があるという事情も理解頂きたい。

滋賀地公労共闘会議（自治労県職と滋賀県教組）は９月１２

日、第１回人事委員会事務局長交渉を実施しました。

交渉では、すべての職員に及ぶ給与・一時金の改善、働き方

改革の推進等について、積極的な対応を訴えました。これらに

対して矢野事務局長は、民間給与調査の集計中として具体の回

答には至らず、中堅・ベテランへの改善措置についても消極的

な姿勢に終始しました。一方、住居手当については、国と県で

は状況が異なっているため、官舎等の使用料等を踏まえて検討

したいと回答。扶養手当や通勤手当の新幹線・高速利用緩和措

置の改善を訴えました。また、働き方改革に関しては、時間外

勤務の上限規制導入で改善は進んでおらず、昨年度の人事委員

会の要請が生かされていないと指摘しました。次回の交渉では、

さらに踏み込んで交渉を進めていくこととします。

給料表の号給延長、水準調整の実施を
【組合】中堅・ベテランを含めた給与改善の方法はいくらでも

ある。「給料表の号給延長」は、４級や５級の最高号給で留め

置かれている者には、昇給機会となりモチベーション向上に

なる。また、公民較差が大きければ、かねてから議論してい

る「給料の水準調整」を行使しすべての職員に波及させてい

くべきである。

【局長】「号給延長」は、「給与の総合的見直し」を実施した際

に措置を講じた。これ以上の改善は困難。「水準調整」につい

ては、これまでと同様、選択肢の一つと認識している。

再任用職員の一時金改定を見送るのは不当
【組合】人事院勧告では、一時金の0.05月改定がなされている

が、再任用職員は除外となっている。昨年度は、正規職員に

準じて改定されているのに、今回の除外は不当である。そも

そも、再任用者の一時金は年間2.35月で、同一労働・同一賃

金の観点からも不当に低く抑えられている。

【局長】再任用職員の制度設計時に、民間に準拠して決定され

たものであると認識している。今回もその観点から見送られ

たものと考えている。

住居手当の見直し、国準拠の改悪なら反対
【組合】国の人事院勧告では、住居手当について見直しを行っ

ている。基礎控除額（下限）と最高支給限度額（上限）を引

き上げるというものである。県の住居手当は、県の実態を踏

まえた上限額・下限額が設定されている。安易に国準拠で見

直すことは、反対である。県の実態を踏まえるべきである。

【局長】国の住居手当見直しについては、公務員宿舎の使用料

の引き上げが背景にあり、本県においては官舎等の使用料の

速報版
発行：自治労滋賀県職員連合労働組合

自治労滋賀県職員労働組合
県庁東館５階
県庁内線：4790,4791
直通077-528-4790
FAX077-521-3784
E-MAIL:shigajichiro@yahoo.co.jp

第１１８２号 ２０１９年９月１３日

9／12 第１回人事委員会交渉を実施



状況や民間における支給状況等を踏まえて検討したい。

通勤手当の高速道路・新幹線利用の要件緩和を
【組合】通勤手当の高速道路・新幹線利用の加算については、昨

年度に介護を利用として住居を移動した場合は適用されること

に改正された。このことは改善であったと考えるが、ワーク・

ライフ・バランスの観点で考えるならば、子育てを含め異動に

伴うものとの要件を撤廃して幅広く対象を広げてもよいのでは

ないか。

【局長】高速道路利用等の加算については、昨年度に介護を理由

とした場合も対象とする改正をおこなったものであり、これ以

上の措置は困難と考える。

扶養手当、配偶者分の減額幅が大きすぎる。回復を
【組合】扶養手当がこの間見直され、配偶者分が減額し、子の分

が増額されている。子の分の増額は必要であるが、配偶者分を

減額し今年度から従前の半額となり、その影響は１０万円を超

える大幅なものであり、当事者の生活を打撃し厳しすぎる見直

しである。

【局長】子の増額を配偶者分の減額で措置しているため、回復は

困難である。

時間外勤務の上限規制、働き方改革になっていない
【組合】今年度から時間外勤務命令の上限規制が導入されたが、

特に時間外勤務の多い職場では、業務量の調整や人員配置など

具体の改善策がないままに時間管理ばかりが厳しくなっている

との声を聞く。これでは、サービス残業の温床になりかねない。

この間、人事委員会は、「提言」や「職員アンケート」など積

極的な対応をされ、昨年度においても、「業務量と人員配置」

のバランスの必要性や職員定数の増にも言及された。しかしな

がら、実態は改善されていない。さらに踏み込むべきである。

【局長】働き方改革に関わっては、今回も８月に職員アンケート

を行っており、アンケートを踏まえて今年の勧告・報告で言及

していきたい。

全国から３０００人が結集し運動方針を決定
自治労本部第92回定期大会を福岡で開催

県本部の工藤書記長が発言。滋賀県本部が自治労本部の重点

強化指定を受け、新たに組織補強計画を策定し、これに基づ

き加盟組合の組織拡大と運動の強化を統一して進めているこ

と、その一環として共済活動についても合わせて強化拡大し、

マイカー共済の加入が全国でトップとなったことなどの報告

がありました。大会では、先の参議院選挙で組織内候補の岸

まき子さんが初当選を果たしたことが報告され、今後に向け

た総括もされました。賃金交渉へ向けた取組、会計年度任用

職員制度の課題、働き方改革の取組等で多くの発言があり、

本部提案の活動方針、予算案が採択され、新役員の選出がな

されました。

農業技術職員連絡会が総会
農業技術職員連絡会は８月２３日、今年度の定期総会を開

催しました。総会では、大量の退職者が続いている中での技
術の継承や人員確保の課題など、今年度の運動方針を決定し、
新役員を選出しました。新役員は次の皆さんです。

《今年度の農業技術職員連絡会の役員》
会 長 今井 俊行さん （湖東農業農村振興事務所）
副 会 長 駒井 佐知子さん（甲賀農業農村振興事務所）
事務局長 足立 芳浩さん （湖北農業農村振興事務所）

同 次長 坂尾 智 さん （東近江農業農村振興事務所）

自治労中央本部は８月

２７日～２９日、福岡県

福岡市を会場に第９２回

定期大会を開催しまし

た。大会には、滋賀県本

部の７７名を含め全国か

ら組合員３０００人が参

加しました。

この大会は、向こう２年

間の運動方針や予算案を中心に討議しました。滋賀県からは、

あなたの保険と比較してください！見積もりします！
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県人事委員会勧告へ向けた
要求署名に協力を

月例給・一時金の大幅引き上げや真の働き方改の実施等を求め

て、県人事委員会への署名を実施していますので職場の全職員の

ご協力をお願いします。

署名集約日： ２０１９年９月２０日（金）
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